
音更町宿泊税システム整備費補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、音更町宿泊税の導入に伴い、宿泊事業者が実施する既存レジシステムの改

修等の費用の一部を補助する音更町宿泊税システム整備費補助金（以下「補助金」という。）

の交付に関し、音更町補助金等交付規則（平成１８年音更町規則第１２号。以下「規則」とい

う。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語は、当該各号に定めるところによる。

（１）北海道宿泊税 北海道宿泊税条例（令和６年北海道条例第８３号）により課する宿泊税を

いう。

（２）音更町宿泊税 音更町宿泊税条例（令和７年音更町条例第１４号）により課する宿泊税を

いう。

（３）旅館業 旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第３条第１項の許可を受けて営む同法第

２条第２項に規定する旅館・ホテル営業及び同条第３項に規定する簡易宿所営業をいう。

（４）住宅宿泊業 住宅宿泊事業法（平成２９年法律第６５号）第３条第１項の届出をして営む

同法第２条第３項に規定する住宅宿泊事業をいう。

（５）宿泊施設 旅館業に係る施設又は住宅宿泊事業に係る住宅をいう。

（６）宿泊事業者 宿泊施設において旅館業又は住宅宿泊事業を営む者をいう。

（補助対象者）

第３条 補助金の交付の対象者となる者（以下「補助対象者」という。）は、町内に宿泊施設を

有する宿泊事業者のうち、北海道宿泊税の導入に伴い北海道が実施する北海道宿泊税システム

整備費補助金（以下「北海道補助金」という。）の交付決定を受けた宿泊事業者で、次の各号

のいずれにも該当する者とする。

（１）申請日現在において、町内で宿泊施設を事業として営んでおり、補助金の受給後も引き続

き事業を継続する意思のある者

（２）市町村税（国民健康保険税を除く。）を滞納していない者（町税等の滞納者に対する行政

サービスの制限に関する要綱（平成２１年４月１日制定）第３条に該当する者その他町長が

特に認める者を除く。）

（補助対象事業等）

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）及び経費（以下「補

助対象経費」という。）は別表のとおりとする。

（補助金額の算定方法）

第５条 補助金の交付額は、１施設当たりの補助対象経費の実支出額の合計に補助率２分の１を

乗じて得た額（算出された額に千円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てた額）と

する。

２ 前項の規定により算出された額が５０万円を超えるときは、５０万円を上限とする。

（補助金の交付申請）

第６条 補助対象者は、規則第６条第１項の補助金等交付申請書（規則別記第１号様式）に、次



に掲げる書類を添付して町長に提出するものとする。

（１）北海道補助金の交付決定通知の写し

（２）補助事業計画書（別記第１号様式）

（３）その他町長が必要と認める書類

２ 交付申請の期限については、北海道補助金の交付決定の日から３０日以内又は令和８年３月

１０日までのうち、いずれか早い日までとする。

３ 補助対象事業の着手は、北海道補助金の交付決定の日から行うものとする。

（事業計画変更による届出等）

第７条 補助事業者は、規則第７条の規定による補助金の交付決定があった事業（以下「補助事

業」という。）の内容を変更しようとするときは、規則第８条第１項の補助事業等計画変更承

認申請書（規則別記第３号様式）に変更内容を示す書類を添えて町長に届け出るものとする。

ただし、次に掲げる変更については届出を要しないものとする。

（１）補助金の交付決定額に影響を及ぼすことなく、その変更が補助目的の達成により効率的で

ある場合

（２）補助金の交付決定額に対し、変更後の金額がマイナス１０パーセント以内又は３０万円未

満である場合

２ 事業計画の変更により補助対象経費が変更となるときの変更後の補助金額は、次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。

（１）増額となる場合 交付決定額を上限とする額

（２）減額となる場合 減額後の補助対象経費をもって第５条の規定を適用した額

（実績報告）

第８条 補助事業者は、補助事業が完了した日（規則第８条の規定による補助事業の廃止の承認

を受けたときは、当該決定通知書を受理した日）から起算して３０日以内又は令和８年３月１０

日までのうち、いずれか早い日までに、規則第１５条第１項の補助事業等実績報告書（規則別

記第９号様式）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。

（１）補助金等精算書（別記第２号様式）

（２）支出した経費の事実を証明する領収書等

（３）その他町長が必要と認める書類

（交付決定の取消し）

第９条 町長は、規則第２０条第１項の規定のほか北海道補助金の交付決定が取り消されたとき

は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

（委任）

第１０条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。

附 則

この要綱は、令和７年８月２７日から施行する。

附 則

この要綱は、令和７年１２月３日から施行する。



別表（第４条関係）

補助対象事業 補助対象経費

町宿泊税の導入に伴い発生する既存レジシ

ステムの改修又は新たなレジシステムの構築

並びにハードウェア及びソフトウェアの購入

等に係る事業

左欄の事業を実施するために要する経費

補助対象とならない経費

（１）使途、単価、規模等の確認が不可能なもの

（２）契約書、発注書、納品書、領収書、振込明細書等の帳票類が不備なもの

（３）支払が補助対象者以外の名義で行われるもの

（４）リース、レンタル契約のソフトウェアやハードウェアに要する経費

（５）クラウド型システムの月額料金等、通信費（インターネット回線・プロバイダ－料金等）

（６）消費税及び地方消費税相当分

（７）振込手数料

（８）国等が交付する他の補助金等の交付対象となった経費（北海道補助金の対象となった経費

を除く。）

（９）その他町長が不適当と認めるもの


